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は じ め に

農林水産省の 農業関係 19 試験研究機関の う ち ， 国の
研究機関 と し て 存置 さ れ る 農業総合研究所を 除 く 18 試
験研究機関が平成 13 年 4 月 1 日 か ら 六 つの 独立 行政法

人に再 編 さ れ新た な歴史の幕を 切 っ て落 と す。

自 給率の 低下， 農業者の 高齢化 と そ れ に伴 う 農地面積

の 減少， 農村の 活力の 低下 と い っ た 農業を巡 る 情勢の 変
化に 対応 し ， 新 し い 農政の 方 向を示 す べ く 平成 1 1 年 に

制定 さ れた 「食料 ・ 農業 ・ 農村 基本法」 の 中 で は ， 技術

の 開発 に つ い て. I 国 は ， 農業並 び に 食 品の 加工及び流

通 に 関す る 技術の 研究開発及 び普及の 効果的 な推進を 図
る た め ， こ れ らの 研究開発の 目標の 明確化 ， 国及 び都道

府 県の 試験研究機関， 大学， 民間等の 連携の 強化 ， 地域
の 特性 に応 じ た 農業 に 関 す る 技術の 普及事業の 推進その
他必要 な施策を 講ず る も の と す る (第四 条) j と し て い る 。

こ う し た 流れの 中 で， 農林水産技術 会議で は有識者 に

よ る「 農業関係試験研究検討会」 を 設 け， 試験研究の 重
要問題 と 試験研究の あ り 方の 検討を 行 っ て き た 。 今回の

再 編 は 同検討会の 報告 に 沿 っ た もの で あ る 。

具体的 に は， 次の よ う に 大 き な一つの 法人 と ， 専門 的
な性格を 強 く 有す る 5 法人 に 再編 さ れ る こ と と な る 。

独立 行政法人農業技術 研究機構 は ， 旧組 織の 半数以上
の 12 機関が統合 さ れた 2 ， 800 名を超 す 大 き な組織 と な
る 。 「 自 給率向上j. I 消費者， 実需 者 ニ ー ズ への 対応j.

「 省力 ・ 低 コ ス ト 生産 ・ 流通j. I 環境負荷 低減化 J 等を
共通重点課題 に ， 土地利用型 ・ 園芸 ・ 畜産各 分野別の 専

門 技術の 向上， 北海道か ら 九州、| ま で各 地域条件 に対応 し
た 技術 体系の 確立の た めの 研究を 総合的 に 実施す る 。

独立 行政法人 農業生物資源研究所 は 農業生物資源研

究所 と 蚕糸 ・ 見虫農業技術 研究所が統合 さ れて で き る 研
究所で， イ ネ お よび 家畜の ゲ ノ ム 研究， 農林水産業 の飛
躍的発展を 目 指 し た バイ オ テ ク ノ ロ ジ ー に よ る 新生物資

源の創 出等， 農林水産業 に か かわ わ る 生命 科学の 先端研
究を 実施す る 。

独立 行政法人農業環境技術 研究所 は ， ダイ オ キ シ ン，
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カ ド ミ ウ ム 等有害物質 に よ る 土壌や作物の 汚染 問題 ， 温

暖化 等の 地球環境問題 ， 遺伝子組 換 え 体の 環境 に対す る
安全性の 問題 等農業を め ぐ る 環境の 諸問題 に 関 す る 研究

を 行 う 。

独立 行政法人 農業工学研究 所 は ， 農業 ・ 農村の 有 す
る 多面的機能の 維持発揮 と そ れを 踏 ま え た 生産 ・ 生活基

盤の 総合的整備等 に 関 す る 研究を 実施す る 。

独立 行政法人 食品 総合研究所 は ， 食 品の 機能性の 解

明 と 利用技術の 開発， 食品の 安全性確保， 品 質保証技術
の 開発等， 消費者ニ ー ズ に即 応 し た 総合的 な食品 研究を
実施す る 。

独立 行 政 法 人 国 際 農 林 水 産 業 研 究 セ ン タ ー は ， 熱
帯 ・ 亜熱帯 に 属す る 地域 その 他開発途 上 に あ る 海外の 地

域を 対象 に ， 国際的 な共同研究を 実施す る 。

図 1 に旧 ・ 新組 織の 対照 と ， 植物防疫関係研究 室 等

が集 中 す る こ と に な る 独立 行政法人農業技術 研究機構の

低 織図 (植物防疫関係の み) を示 す。
独立 行政法人化 に 当 た っ て ， 法人 (の 長) に は研究者

採用 や 内部組 織等 に 対す る 大幅 な裁量権 が与 え ら れ る な
ど 自 主 的 ・弾 力 的運 営が尊 重 さ れ る こ と に な る 。 実際の

業務運 営 に 当 た っ て は ， 主務大臣 は 独立 行政法人が達成

す べ き 業務運 営 に 関す る 目標 ( 中 期 目標 ) を 定 め て 独立

行政法人 に 指示 し ， 独立 行政法人 は この 中期 目標を 達成
す る た めの 具体的な計画 ( 中 期計画) を 作成 し て 主務大

臣の 認可を 受 け る こ と と な る 。 す な わ ち ， 主務省 は 具体
的 な 目標 達成の 方法 に つ い て は 口 出 しを し な いの が原則
であ る 。

独立 行政法人の 財源 は大 き く 「運 営費交付金 j と「 委
託費j に 分 け ら れ る 。 主 た る 財源 と な る「運 営費交付

金 J は「渡 し切 り 」 資金 で あ り ， 独立 行政法人が 自 らの

意志 で柔軟 に運 用 で き る 。
こ の よ う に 法人 ( の 長) の裁量権 が大き く な る 一方

で， 各独立 行政法人の 事業 内容 ， 財務諸表 な ど， 基本的
な書類 は す べ て 公開 さ れ， 国民の監 視を 受 け る こ と に な
る 等， その責任 も 厳 し く 問わ れ る こ と と な る 。

I 平成13 年度農林水産技術会議関係予算要求の

概要

農林水産省の 平成 13 年度農林水産関係科学技術 振興
費 (概 算 決 定額 ) は ， 対 前 年 度 比 10 . 4%増の 1 1 1 ， 1 13
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独立行政法人農業技術研究機構
事f|日

農業研究センター
果樹試験場 一一
野菜・茶業試験場
畜産鼠験場

総合企画部・総括部・総合情報管理部
中央農業総合研 耕地環岐部(水FH雑草研究室， 畑雑草研究室， 鳥獣害研究室ほか)病害防除部(病

究センター 害防|徐システム研究室， 糸状I滴病筈研究室， 細菌病筈研究室， 土壌病害研究室，
草地試験場
家畜衛生試験場
北海道農業試験場
東北農業試験場
北陸農業試験場
中国農業鉱験場

ウイルス病害研究室， ファイ卜プラズマ病害研究室) 虫害防除部(虫害防除シス
テム研究室， 害虫生態研究室， 生物防|徐研究室， 線虫害研究室)北陸水田利用部
(病許研究率， 虫害研究集ほか)

四国農摸試験場
九州農業試験場

作物研究所
果樹研究所 生j11t環境部 (病原機能研究家， 天敵機能研究室主， 病害研究霊， 虫害研究室)カン

キツ研究部(病害研究室 担当研究室ほか) リンゴ研究部(病害研究室， 虫害研
究本ほか)プドウ・カキ研究部(病害研究室・虫害研究室ほか)

花き研究所 生iiIT利川郎(病害制御研究室ほか)
野菜茶業研究所 業キ1�菜部(病害研究室， 虫害研究室ほか)果菜部(病害研究室， 虫害研究室ほか)

茶業部(病害研究室， 虫待研究室ほか)
畜産草地研究所

動物衛生研究所
北海道農業研究

家前育毛R繁再'i部 (みつばち研究室ほか)飼料生産管理部(病害時ilJ御研究室， 害虫
管JlH研究窓ほか)

生iiOJil墳時I (病害研究家， ウイルス病研究室， 虫容研究室， 線虫研究室ほか)
センター

東北農灘研究セ
ンター

地域組縦丹1\ (病害管耳11.研究主主， 害虫生態研究室ほか) 水田利用部 (水田病虫害研
究室， 雑革制御研究室ほか) 畑地利用部 (畑病虫響研究室ほか)

近畿中国四国産
署員研究センタ

地域ihli健研究部(病者研究室， 虫害研究室， fMi吠害研究室ほか)特産作物部(ウ
イルス病研究室ほか)

九州沖縄農業研 水II!作研究部(雑草制御研究滋ほか)野菜花き部(野菜花き保護研究チームほか)
究センタ一 地域基縦研究部(病害生態制御研究室， 病答遺伝子制御研究室， 害虫生態制御研

究第 呼虫管理システム研究家， 線虫筈制御研究家)
農業生物資源研究所 一一一一 ) ー 独立行政法人農業生物資源研究所
蚕糸・昆虫農業技術研究所一一一)
農業環境技術研究所 独立行政法人農業環境技術研究所
農業工学研究所 独立行政法人農業工学研究所
食品総合研究所 独立行政法人食品総合研究所
国際農林水産業研究センター 独立行政法人国際農林水産業研究センター

図 ー 1 農業関係試験研究機関の 旧 ・新組織対象及び独立行政法人農業研究機備の 組織図 (植物防疫関係研究室等の み掲載 ) 予定

百万 円 で あ り ， そ の 中 で農林水産技術会議分 は ， 一般
枠 ， 特別枠 あ わ せ て 89 ， 596百万 円 で 5 . 8%増 で あ る 。

独立行 政法人化 さ れ る 試験研究機関 の運 営費が な く な
り ， 代 わ っ て 独立行 政法人経費 77 ， 697百万円 ( う ち運

営費交付金 59 ， 37 l百万円 ) が計上 さ れ て い る 。 今年度

の 農林水産技術会議関係 の 予算 要求の特徴 を 要約す る と
以下の よ う に な る 。

1 平成 13 年度予算要求に お け る重点事項

平成 13 年度予算 要求の基本的考 え 方 は 次の よ う であ る 0
・ 「食料 ・ 農業 ・ 農村基本計画J を 踏 ま え ， 食料 自 給率

目標 の達成， 土地利用型農業の確立 の た め の技術 開発
を一体的， 効率的 に 推進す る こ と が緊 急かつ重要 な課

題 と な っ て い る 。 こ の た め ， 作物開発， 先導的生産技

術 の 開発 ・ 実用化 等 を 強力 に 推進 す る 。

・ ま た ， 平成 12 年度 に 引 き 続 き ， 産学官 の 連携 を 強化

し つ つ ， イ ネ ゲ ノ ム 等 の先端的 な研究 を推進す る と と

も に ， バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー に 関 す る 国民の信頼 を 得 る

た め の取 り組 み を 充実す る 。

・ さ ら に ， 試験 研究機関の独立行 政法人化 に伴 い， 業 務
に必要な運 営費交付金 等 を 確保 し ， 研究開発 の 的確な

実施 を 図 る 。 ま た ， 民間や大学の研究 に つ い て も ， 提
案公募型研究 の活用 を 通 じ て ， さ ら な る 活性化 を 図 る 。

こ れ ら の考 え の も と ， 以下の事項 に 重点 を 置 い て ， 現

場 を 支 え る 技術開発か ら 先端研究， 消費者の視点 に立 っ
た取 り 組みや産学官 の連携 ま で戦略的 に 推進す る 。

第 l 現場 を 支 え る 農林水産技術の 開発
( 1 )  食料 自 給率 向 上 の た め の 2 1 世紀の土地利 用 型

農業確立 を 目 指 し た品 種育成 と 安定生産技術の総合的開

発 ( 1 ， 806百万 円 )

ム ギ ・ ダ イ ズ， 飼料作物 等 の 自 給 率 向 上 に 資 す る た
め ， 水 田 の 高度利用 を柱 と し た 21 世紀の 土地利 用 型 農

業 の確立 を 目 指 し て ， 新品 種の育成， 品 種特性 を安定的
に 発揮 さ せ る 栽培技術お よ び高度輪 作体型確立 の た め の

技術 の 開発 を 行 う 。

( 2 ) 野生鳥獣 に よ る 農林業被害軽減 の た め の 農林生

態系管理技術の 開発 ( 1 00百万 円 )
深刻化 し て い る 野生鳥獣被害の対策 を講 じ る た め ， 野

生鳥獣の生態 を個体群 と し て 把握 し ， 農林地の配 置や利

用形態 と 野生鳥獣 に よ る 農林業被害 との 関連等 を解明す

る こ と に よ り ， 野生鳥獣 を 適正 に 管理 し つ つ ， 農林業被

害を軽減す る 総合的な農林生態系管理技術の開発 を行 う 。

第 2 消費者 の視点 を 重視 し た 技術開発

( 1 )  ノ f イ オ テ ク ノ ロ ジ ー の 安全性権 保 (316百万円 )
組換 え農 作物の 長期栽培 を 実施 し ， 環境影響 の モ ニ タ

リ ン グ を 実施す る 。 ま た ， 作物 に 導入 さ れ た 遺伝子 に 関

す る 情報や安全'性審査 を行 っ た 作物の サ ン プル を 管理す

る シ ス テ ム を構築 し ， 安全性評価の 充実 を 図 る 。

( 2 ) 食品 機能性研究の推進【 日 本新生特別枠 (非公
共事業 ) 】 (255百万円 )

高 機能農 林水産 物 ・ 食 品 の 開発 に 向 け， 生活習慣病 の

一一一 5 -一一
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予防等 に 関 す る 食品成分の 機能性の 解明を 行 う 。

第 3 革 新技術の創 出 に つ な が る 先端的研究
( 1 )  イ ネ ・ゲ ノ ム 研究の 推進 (4 ， 025百万 円， う ち

【 日 本新生特別枠 (非公共事業) 】 は ， 490百万 円)
有用遺伝子の 単離 ・ 機能解明を 推進す る た め， イ ネの

遺伝子が作 る タ ンパ ク 質の 立体構造を ， す で に 機能が明

ら か に な っ て い る ヒ ト やマ ウ スの タ ン パ ク 質の立 体構造

と 比較 す る こ と に よ り ， 遺伝子の 機能を 特定 す る 研究 に

着手す る 。

( 2 ) 動物ゲ ノ ム 研究の 推進【 日 本新生特別枠 (非公
共事業) 】 (230百万 円 )

家畜 お よ び昆虫 に つ い て ， 高密度遺伝地図を 作製 し ，

有用遺伝子の 単離 ・ 機能解明を 行 う 。

第 4 ITを 駆使 し た 試験研究の 加速化

( 1 ) イ ネ ・ゲ ノ ム シミ ュ レ ー タ ーの 開発【 日 本新生

特別枠 (非公共事業) 】0， 235百万 円)

ITを 活用 し ， コ ン ビ ュ ー タ ー上 で イ ネ 等 農作物の 品
種改良を 可能 と す る イ ネ ・ゲ ノ ム シ ミ ュ レ ー タ ー (仮想
実験 シ ス テ ム ) の 開発を 目 指す。

( 2 ) ネ ッ ト ワ ー ク 上の 電子研究空 間 (デ ジ タ ル コ ミ
ュ ニ テ ィの 構築)【 日 本新生特別枠 (非公共事業) 】 (902

百万円)

研究 ・ 技術 情報の 共有 シ ス テ ムの 開発， 大容 量デ ジ タ
ル情報， 関係設 備等の整備 に よ り ITを 駆使 し た 電子研
究空 間 (デ ジ タ ル コミ ュ ニ テ ィ ) を 構築す る 。

第 5 独 立 行 政 法 人 に よ る 研 究 開 発の 着 実 な 推 進

(57， 682百万円 )
試験研究機関の 独立行政化 に伴い ， 所要の運営費交付

金を 確保 し ， 次の 課題を は じ め と す る 研究開発の 的確な

実施を 図 る 。

・ 臭化 メ チル全廃に対応す る た めの 病害虫制御 技術の 開発

. 口蹄 疫等の 海外悪性伝染 病の 性状 解明 と 高度診断技術

の 開発

・ 乳房炎 発生機構の 解明 と 防除技術の 開発
- 集中豪雨 に よ る た め池等の災 害発生機構の 解明 と 予測

技術の 開発
・ 農業の 持つ 多面的機能の 環境勘 定 に よ る総合 評価
・ 地球規模の 環境変動 に 伴 う 食料変動予測 に 関す る 技術

開発

・ ジ ー ンパ ン ク 事業等
第 6 民間研究の 推進【 日 本新生特別枠 (非公共事業) 】

( 1 )  生研機構を 通 じ た 提案公募型研究の 推進
① 新事業創 出技術開発事業の 推進 (1， 455百万 円，

う ち【 日 本新生特別枠 (非公共事業) 】 は 1， 100百
万円)
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イ ネゲ ノ ム 研究の 成果の 実用化 に 向 け た 技術開発を 行

う 従来の 事業を 引 き 続 き 推進す る と と も に ， 地域資源を

有効活用 し た 高機能 ・ 高品質食品の 開発等の 研究開発を
行 う 。

② 新技術 ・ 新分野創 出の た めの 基礎研究の 推進 (若

手研究者支援型) (【 日 本新生特別枠 (非公共事業) ] 
478百万 円 )

生研機構が提案公募方式 に よ り 行 う 基礎研究推進事業

に つ い て ， 若手研究者を 対象 と し た枠を設 け ， ポ ス ト ド

ク タ ーの派遣等 に よ る 独創 的 な基礎研究を 実施す る 。

( 2 ) 農林水産新産業技術開発事業の 推進 (【 日 本新
生特別枠 (非公共事業) ] 560百万 円 )

民間の 研究開発能力を 活用 し て 新産業創 出 に つ な が る

技術開発を促 進す る 提案公募型事業を 拡充 し ， 人材育成

の 観点か ら ポ ス ト ド ク タ 一 等若 手研究者の企 業 に お け る

活躍の場を 拡大 し 推進す る 。

第 7 その他 重要研究等

( 1 )  農林業 に お け る バ イ オマ ス エ ネ ル ギ 一 実用化 技
術の 開発 (【 日 本新生特別枠 (非公共事業) 】 180百万円

農林業分野 に お け る 廃棄物 に 由来す る バ イ オマ ス (生
物系資源) の エ ネ ル ギ ー変換 ・ 利 用を促 進す る た め ， 革
新的技術の 開発 お よ び こ れ らの 技術を 用 い た 地域 レ ベ ル

での 実証研究を 総合的 に 推進 す る 。

( 2 ) 国際研究交流の 推進 (76百万円 ) ) 

開発途 上地域 に お け るパ イ テ ク 技術の 活用能力の 向上

に 資 す る た め ， こ れ ら 地域を 対象 に セミナ ーを 開催 す る

と と も に，若 手研究者の招 へい共同研究を 新た に実施す る 。
( 3 ) 研究評価の 推進 (47百万円 )

食料 ・ 農業 ・ 農村基本計画等 に 沿 っ て ， 効率的 な研究

開発を 推進す る た め ， 独立行政法人や政策評価の 導入 に
即 応 し つ つ ， 的確な研究評価を 実施す る 。

H 植物防疫関係の研究概要

以 下 に ， 平 成 13 年度 に 実施予定の 試験研究の 中 で，
植物防疫関係の (課題が含 ま れ る ) プ ロ ジ ェ ク ト 研究の
概要を示 す。

1 作物対応研究

「食料 自 給率向上の た めの 21 世紀の 土地利用型農業確

立を 目 指 し た 品種育成 と 安定生産技術の総合 的 開 発」
(平 成 13�17 年度， 1， 806百万 円 )

昨 年度 ま で個別枠 と な っ て い た 「麦類の 高品 質 ・早 生
化の た めの 新品 種育成お よ び品質制御 技術 に 関す る緊 急
研究j ， r転作作物を 中心 と し た 高品 質品種の 育成 と 省力
生産技術の 開発j ， r薗 期的新品種の創 出 等 に よ る 次世代

稲 作技術構築のた めの 基盤的総合 研究j ， r多様な 自 給飼
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料 基盤を 基軸 と し た次世代乳肉 生産技術の 開発j およ び

「地域先 導技術 総合研究 (の 一部) J を 組 み 替 え ， 拡充
し ， 一枠 に括 っ た 。 食料 自 給率の 向上の た め ， 水田 の高
度利用 を柱 と し た 土地利 用型農業の 確立 に 向 け， ム ギ，

ダ イ ズ， 飼料作物等の 新品種の 育成， 品種特性 を安定的
に 発揮 さ せ る栽培 技術 お よ び高度輪 作体系確立の た めの

技術の 開発を 一体的 ・ 効率的 に 推進す る 。

植物防疫関係 で は， r麦類の 新品種育成 およ び品質制
御 技術の 開発jの 大課題の も と で コ ム ギ赤 かぴ 病耐性系
統 育種 と 関連 し たマ イ コ ト キ シ ン産生機構お よ び その 制
御 関連 課題お よ び雑草防除の 課題， r大豆 の新品種育成

お よ び品質制御 技術の 開発jの 大課題の も と でダ イ ズ わ
い化病関連 課題およ び病虫害複 合抵抗性高加工 適正 品種

の 育種 に 関 す る 課題， r普通畑作物 ・ 資源作物の 育成 と

省力生産技術 等の 開発J の 大課題の も と で テ ン サ イ 根腐

病関係課題， ジャガ イ モのマ イク ロ チ ュ ーパ ー病虫害回

避技術 関連 課題およ び カ ン シ ョ の線虫抵抗性関係課題，

「 画期的新品種の創 出 等 に よ る 次世代稲 作技術 の 開発」
の 大課題の も と で同質遺伝子系統 に お け る 病害発生抑止

機捕 に 関す る 課題お よ び ウ ン カ 類の 自己 防衛機能 に 関 す

る 課題が実施 さ れ る 。

2 現場即応研究

行政対応 特別研究 (569百万円 )

行政対応 特別研究 は， 平 成 1 1 年度よ り 行政施策の企
画 ・立 案 に 必要 な課題 に 対 し て早 急 に 対応 で き る よ う枠
予算 と な っ た 。

農林水産行政 か ら 要請 さ れ る 研究課題 に つ い て は ，

「食料 ・ 農業 ・ 農村基本計画」 の円滑 な遂 行の た め， 具
体的 な施策の 検討が省 内 で進 め ら れて い る こ と に加 え ，

「 水 田を中 心 と し た土 地利 用 型農業活性化対策大綱J，

「 新た な 大豆政策大綱J， r水産基本政策大綱J 等 に 基づ

く 施策が展 開 さ れ る な かで， 緊 急 に 解決 し な け ればな ら
な い 問題 に 対 し て 適切 に 対応 し て い く 必要 が あ る 。 この

た め ， こ れ ら の課題 に 対 す る 行政か ら の増加す る 要請 に
き め細か く 対処す る 必要 が あ る こ と か ら ， 予算額 の拡充

を行 う 。

植物防疫関係 で は ， rナ ラ 類の 集 団枯損 機構の 解明 と

枯損 防止技術の 開発J (平 成 10---- 13 年度) ， r ス イ カ 果実
汚班 細菌病の 防除技術の 開発J (平成 1 1---- 13 年度) ， r レ

タ スの 土 壌 伝染 性 病 害 発 生 抑 制 技 術 の 開 発J (平 成
12---- 14 年度) を 実施中 で あ る 。

3 環境研究

( 1 )  r農林水産業 に お け る 内分泌 か く 乱物質 の動態
解明 と 作用機作 に 関 す る 総合研究J (平 成 1 1---- 14 年度，
660百万円 )

内分泌 か く 乱物質 は環境中 に 長期間残存 し ， ご く 微量

で人や野生生物 に 対 し 生殖障害 を 引 き 起 こ す可能性があ
る こ と か ら ， 農林水産業 に お け る 影響実態の 把握， 環境

中 での 動態解明， 農林水産生物への 作用機構の 解明 を行
い， こ れ らの 知見 に 基 づ い た 同物質の 分解 ・ 無毒化等 に

よ る 影響防止技術 を 開発す る と と も に ， ダ イ オ キ シ ン類

に つ い て ， 農耕地等 か らの 移行動態等の 解明 およ び効率

的 な移行 ・ 拡散防止技術の 開発 を 行 う 。
この中 で内分泌 か く 乱作用 が疑 わ れ る 農薬 あ る い は農

薬関連化合物 に つ い て も 検討 を加 え る 。

( 2 ) r野生鳥獣害 に よ る 農林業被害軽減の た めの 農

林生態系管理技術の 開発J (平成 13---- 17 年度， 100百万 円 )
野生鳥獣， な か で も シ カ ， サ ル お よ びイ ノ シ シ によ る

農林業被害が大 き な社会問題 と な っ て い る 。 特 に ， 中 山

間地域 で は農業等の 産業振興 を 図 る う え で大 き な血 害要

因 と な っ て い る 。

こ う し た な か で「 鳥獣保護及狩猟 ニ 関 ス ル法律」 の 改

正 に よ り ， 特定鳥獣保護管理計画 を 都道府県 が策定 す る
制度が創設 さ れ， 野生鳥獣の 個体群 に つ い て ， 科学的知
見 を 踏 ま え た 保護管理 目標 を設 定 し ， こ れ に 基 づ き ， 個

体群管理， 被害防除対策等の 手段 を 総合的 に講 じ る こ と
によ り 科学的 ・ 計画的 な保護管理 を 推進す る こ と が求 め
ら れて い る 。

このよ う な情勢 に 対応 し ， 深刻化 し て い る 野生鳥獣害

に よ る 農林業被害 を 軽減 す る た め ， 野生鳥獣の 生態 を個
体群 と し て 把握す る と と も に ， 適正 な個体群管 理 を 通 じ
て ， 農林業被害 を軽減す る 総合的 な 農林生態系管理技術

の 開発 を行 う 。

4 バイオテ ク ノロ ジ 一等先端技術開発研究

( 1 )  r2 1 世紀 グ リ ー ン フ ロ ン テ ィア研究J (4 ， 158百

万円 )

この プ ロ ジ ェク ト で は「 イ ネ ・ゲ ノ ムの 全塩基配列 解

明J (平 成 12---- 19 年度) ， r イ ネ ・ゲ ノ ムの 有用 遺伝子の
単離及 び機能解明J (平 成 12---- 19 年度) ， rDNAマ ー カ
ー を 用 い た効率的選抜 育種技術 の 開発J (平成 13---- 19 年

度) ， r遺伝子組換 え 及 びク ロ ー ン技術 によ る 画期的な動

植物の 開発J (平 成 1 1---- 17 年度) を 実施す る 。

病虫 害抵抗性遺伝子の 同定， 単離 ， 構造 およ び機能の
解明， お よ び複 数の病害虫 に対す る 抵抗性 を 付与 し た 作
物新品種の 作出等の 課題が含 ま れ る 。

( 2 )  r組換 え 体の 産業 的利 用 に お け る 安全性確保 に
関す る 総合研究J (平 成 11---- 1 5 年度， 3 16百万円 )

実用化 を 目 指 し た 組換 え 体の 開発が急速 に 活発化 し て
い る な か で， こ れ ら を 円 滑 に産業化 し て い く た め に は，

新 し い技術 に 対応 し た 安全性 に 関 す る 科学的知見 の蓄積

一一一 7 一一一
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お よ び評価手法の 高度化が急務 に な っ て い る 。 ま た ， 組

換 え 体 を め ぐ る 国際情勢の 急速 な展 開や 安全性 に 関す る
国民の関心の急激 な 高 ま り に つ い て も 的確 に 対応 し て い

く 必要 が あ る 。 そ こ で， 新 し い技術 に 対応 し た安全性評

価基準の 策定， 組換 え 農作物の長期栽培 に よ るモニタ リ
ン グ， 組換 え 農作物の情報や サ ン プル を保管 し て お く シ

ス テ ム の構築等 を 実施 し ， 組換 え体の利用 に お け る 安全

性確保 に 関す る 研究の充実 を 図 る 。

病害虫抵抗性遺伝子導入農作物の安全性評価 に 関 す る
課題が含 まれ る 。

( 3 )  パ イ オニ ア 特別研究 (812百万円)

我が国 の農林水産業が抱 え る 課題 を 解決 す る た め の プ

レ ー クス ル ー と な る創 造的な研究活動 を 強力に 推進す る
た め ， 新産業 の創 出 等 に つ な が る 基礎研究分野に つ い

て ， 独立行政法人の研究者か ら 研究 ア イ デ ィ ア を 広 く 募

集 し ， 新規性， 創 造性等 の観点か ら 行 う 外部評価の結果
に 従 い ， 実施課題 を 選定す る 。 独立行政法人化後の競争

的な 資金 配分 を助 長 さ せ る 観点、か ら も ， 新規採択課題分
を 拡充 し ， 基礎研究 の加速的推進 を 図 る 。 平 成 13 年度
は 25 新規課題の採択 を 予定 し て い る 。

植物防疫関係 で は ， r 原生動物 に よ る 土壌糸状菌 病害

制御 の た め の 基盤 的研究手 法 の 開発J (平 成 12�14 年

度) ， r植物か ら 環境中へ の カ テ コ ー ル化合物の分泌 と 周
辺植物の応答 現象の解明J (平 成 12�14 年度) ， r植物 ウ
イル ス に対す る 新た な抵抗性遺 伝子の解明 と そ の利用に

関 す る 研究J (平 成 12�14 年度) ， r 植物の新規耐虫性生

理活性物質 及 び殺 虫 タ ン パ ク 質 の 探 索 ・ 利 用 J (平 成

12�14 年度) 等数課題が実施 され て い る 。

5 運営費交付金に よ り 実施す る プロ ジェク ト 研究

( 1 )  r 持続的農業推進 の た め の革 新的技術開発に 関

す る 総合研究 J (平 成 10 年度�)
我が国 の 農業全体 を環境 と 調和 し た 持続性の 高 い 農業

へ と 移行 さ せ て い く 必要 性が強調 され て い る が， こ の た
め に は ， これ ま での技術 を さ ら に 進 め た 環境負荷 低減の

た め の革 新的技術の 開発， これ を組み合わせ総合化す る

こ と に よ り 生産現場で普及で き る 技術体系 と し て 確立す
る こ と が重要 な課題 と な っ て い る 。 こ の た め ， 本 研究で

は 農業 か ら の環境負荷 を低減 し ， 持続性の高い農業生産
の推進 に 資 す る革 新的技術及 び現場対応型体系化技術，

さ ら に 技術の環境へ の影響 を定量的に評価す る 手法の 開
発 ま で一体的 に 実施 す る 。 n 系 . 環境負荷 低減 の た め
の革 新的農業技術 の 開発J ， r 2 系 . 環境負荷 低減 の た め
の病害虫群高度管理技術の 開発J， r 3 系 . 環境影響評価
の た め の ラ イ フ サ イ ク ル ア セ ス メ ン ト 手法の 開発」 の三

つ の 系 か ら 構成 され て い る 。

植物防疫関係 で は ， 1 系 の 中 の 「農薬依存 防除 か ら の

脱却 j で主 に 生物 的防除技術 に 関 し て 12 課題で取 り 組
む。 2 系 は ， い わ ゆ る IPM (総 合 的 病 害 虫 管理) 技 術

研究であ り ， 植物防疫関係 の プ ロ ジ ェ ク ト の 中核 の 一 つ

を な す。 野菜， 果樹， 茶， イ ネ ， 畑 作物 に つ い て 60 課
題で IPM 技術の体系化 を 行 う 。 13 年度か ら 新 た に 「臭

化 メ チ ル全廃 に 対応 す る た め の病害虫制御 の緊急 技術開

発j が拡充 され ， 土壌伝染性 ウ イ ルス 病害や ク リ シ ギ ゾ

ウ ム シ の代替防除技術の開発研究がスタ ー ト す る 。
( 2 )  r 特定資材 を 用 い た 現地農法 に 関す る 調査研究」

(平 成 12 年度�)

国民の環境や 食品 の 安全性 ・ 安心等へ の 関心の 高 ま り

に伴 い， 特殊な微生物， 機能 水， キ チ ン ・キ トサ ン等 の

資材 を使 っ た 農法 を 導入 し て い る 農業者の増加が見 られ

て い る も の の， これ ら の農法 は 科学的 な裏 付 けや 技術の

体系化が な され て い な い も の が 多 い 。 こ の た め ， これ ら

の農法 に つ い て 科学的な メ カニ ズ ム の解明や 評価 シス テ

ム お よ び利用 技術の確立 を 行 う こ と に よ り ， 農業者の適

切な現地農法 の 導入 に 向 け た情報の提供 を行 う 。
植物防疫関係では， 電解水の野菜栽培 に お け る 殺菌効

果等の メ カニ ズ ム の解明 ・ 科学的評価 シス テ ム の確立 ・

現地実証に よ る 利用技術の確立， キ チ ン ・キ ト サ ン の野

菜栽培 に おげ る 生育 ・ 耐病性 に 及 ぽす効果の評価 シス テ
ム の確立 ・ 現地実証 に よ る 利 用 技術の確 立等 の課題が含

まれ る 。

( 3 ) r先導的技術実用 化促 進の た め の研究」

農業 を 取 り 巻 く 厳 し い状況の 中 で， 活力 が低下 し て い
る 地域農業 を 発展 さ せ る た め に は ， 地域の 農業 の特性 を

踏 ま え ， 当該 地域 に普及 ・ 定着 し 得 る革 新技術の 開発 お

よ び体系化が早 急 に 必要 と な っ て い る 。 こ の た め ， 国 の

最新の基礎的研究成果 を組み合わ せ る 等 に よ り 先導的な
技術体系 を 確立 し ， これ を 都道府県 に 受付渡 す こ と がで

き る よ う ， 実際の生産現場 に 実証試験地 を 設置 し 総合的
な研究 を 行 う と と も に ， 当該 研究 を 地域営農 に 定着 さ せ

る た め の諸条件の研究 お よ び実用 化 を促 進す る た め の都

道府 県へ の指導 を 行 う 。 こ の 中 の 「地域先導技術総合研

究」 に お い て「生物利 用 に よ る 寒冷地環境保全型 ア ブ ラ
ナ 科野菜栽培技術の確立J (平 成 10 年度�) 等 の植物防
疫関係 の課題が実施 され て い る 。

( 4 )  r先端技術等地域実用化研究促 進 に要 す る 経費」
(平 成 8 年度�)

バ イ オ テ クノ ロ ジ ー 等先端技術や 農林水産行政の推進

方 向 に即 応 し た 新 た な技術の実用化 に 向 砂 て ， 都道府県
試験研究機関等が行 う 先端技術等地域実用化研究促 進事
業 を効率的 に 推進す る た め ， 独立行政法人が都道府県試
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験研究機 関等へ の指導 ・ 調整 お よ び実用的研究 を推進す
る う え で必要 と され る 基礎的研究 を 実施す る o

植物防疫関係 で は， r ウ イ ルス 病害抑 制技術 の 開発」

が あ る 。

( 5 ) r 植物 の殺虫性環状ペ プチ ド 類 の探索 と 利 用 技

術の 開発J (平 成 10 年度�)

今 日 ， 環境問題 に 対 す る 国民 の 関 心 は 極 め て 高 く ， 化
学農薬 に 依存 し な い 防除体系 が求 め られ て い る 。 最近，
リ ョ ク ト ウ か ら 殺虫作用 を有す る 環状ペ プチ ド が単離 ・

同定 され た こ と か ら ， 環状ペ プチ ド 等 の殺虫性物質 を探
索 し て ， そ の遺伝子 を 単離 し ， イ ネ ， マ メ 類 に 導入す る

こ と に よ り ， 殺虫性物質の効率的生産技術の開発 と 耐虫

性育種 を行 う 。

( 6 ) r 植物の代謝系遺伝子 を 活用 し た 新雑草防除技

術の 開発J (平 成 9 年度�)
近年， 環境保全型 ・ 高付加価値 型農業 に対す る 期待が

高 ま っ て お り ， 除草剤使用量 の削 減 を 通 じ て ， 環境負荷

が少な く ， 安全性が高 く ， 省力的 な雑草防除体系 の確立

が緊 急の課題 と な っ て い る 。 こ の た め ， 産学官 の連携 に

よ り 雑草防除 に 応用 で き る 植物代謝系 の解明 と ， そ の遺

伝子解析等 の基礎的 ・ 先導 的 な研究 を進め る と と も に ，

そ の成果 を 民間企業 に 円 滑 に 移転す る こ と に よ り ， 我が

国独 自 の除草剤 と 当該 除草剤 に よ り 生育上影響 を 受 け な
い遺伝子組換 え 作物 を 組み合わ せ た 除草剤使用 を 最小限

に す る 新 し い雑草防除技術の確立 を 推進す る 。
( 7 )  国際農林水産業広域型 プ ロ ジ ェ ク ト 研究

「 南米大豆広域型総合 プ ロ ジ ェ ク ト J (平 成 9 年度�，
参画国 : パ ラ グ ァ イ ， ブ ラ ジ ル， ア ル ゼ ン チ ン ， ウ ル グ

ァ イ )

自 然 条件， 農業条件等 の類似 す る 国 が共通 し て抱 え る
問題や ， 広域移動性病害虫等の複数国 に 影響が及ぶ問題
に つ い て ， よ り 効率的 ・ 効果 的 に 研究 に 取 り 組む た め，
関係国 と の連携の も と ， 大学や 現地の研究者等 の活用 を
図 り つ つ ， 広域か つ 大規模 な共同研究 を 実施す る 。

( 8 ) 侵入病害虫 の 防除 に 関 す る 研究
農作物 に 甚大 な 被害 を 及ぼす懸念の あ る 海外か ら の侵

入害虫や ウ イ ルス 等 に つ い て ， 有効な防除法の確立を行 う 。

「 カ ン キ ツ グ リ ーニ ン グ病媒介 昆 虫 ミ カ ン キ ジ ラ ミ の
防 除 に 関 す る研究J (平 成 11 年度�) ， rトマト黄化葉巻

病 ウ イ ルス の特性解明 及 び媒介虫 の 防除 に 関 す る 研究」
(平 成 12 年度�) ， r ト マ ト ハモ グ リパ エ の防除法 に 関 す

る 研究J (平 成 13 年度�) 。

6 指定試験 (平成 13 年度概算決定1 ，147百万円 )

指定試験事業 は ， 長期的か つ 全 国 的視 点か ら 見 て 国 が
行 う べ き 主 要 な試験研究課題の う ち ， 国 の 試験研究機 関

の置かれ て い る 立地条件か ら これ を行 い 得 な い も の に つ

い て ， 立地条件が適 当 な特定 の 公立試験研究機 関 に 委託
し て 実施 し て い る も の で あ る 。

病害虫試験 9 課題 に つ い て は 12 年度 で終了 し た が，

「 重要課題対応試験J (42百万 円 ) の 中 の「緊 急 重 要 技
術開発J に お い て「 侵入害虫 アル フ ア ル フ ァタ コ ゾ ウ ム

シ の蔓延防止 技術の 開発及びア リモ ド キ ゾ ウ ム シ ， イモ
ゾ ウ ム シ の根絶技術の 開発J， ま た ， r 持続型農業技術開

発J (44百万 円 ) に お い て「 弱毒 ウ イ ルス ， フ ェ ロモ ン

等の利用 に よ る 持続型農業技術の 開発j を 実施す る 。
7 都道府県への 試験研究の助成

植物防疫関連課題 を 含 む ， 都道府 県 の試験研究 に対す
る助 成 と し て は 次 の事業が あ る 。

「 地域基幹 農業技術体 系 化促 進研究」 の r 1 . 土地利

用型農業技術体系 の確立」 に お け る「 イ ネ い も ち 病の本

田 初発 プ ロ セス 解明 に よ る 高度 防 除 シス テ ム J お よ び

I II . 中 山 間地振興農業技術体系 の 確立j に お け る「 中

山 間地 に お け る ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー を 利用 し た野菜の 省

力安定生産技術」 。
「 先端技術等地域実用 化研究促 進事業」 の う ち バ イ オ
テ クノ ロ ジ 一実用化型 で は ， 病害虫防除の課題 と し て ，

「 ウ イ ルス 病害制御 技術の 開発j 等 が， ま た ， 農林水産

新産業実用化型で は「 病原菌 の低密度管理手 法 に よ る 都

市 近郊 野菜 フ ザ リ ウ ム 病害の環境保全防除技術の確立」

等が実施 され て い る 。

お わ り に

国立機 関 の 独立行政法人化の最大 の 理 由 は行政のス リ
ム 化 に あ る 。 農業研究 の よ う な 国民 の 生活， 健康 に 直接

関わ る 研究 は 国 が責任 を 持 っ て 執 り 行 う べ き で， 独立行
政法人化 に は な じ ま な い と す る 反対論 も 根強 い 。 一 方

で， 独立行政法人化 に よ っ て 国立の機 関 と し て の非効率

性 を克服 し ， 柔軟で小回 り の き く運 営が可能 と な る こ と
に期待す る声 も 多 い。 独立行政法人化の成否 は 各独立行

政法人が い か に こ の利 点 を 活 か し て「 実力J を 発揮で き
る か に か か っ て い る 。

な お， 本稿執筆時点で平 成 13 年度予算案 は 国 会審議
中 で あ り ， 本稿 に 記 し た プ ロ ジ ェ ク ト 課題の改廃， あ る

い は 予算額 (13 年度概算決 定額 ) の 変 更が あ り 得 る こ
と を追 記 し て お く 。
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